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１．はじめに  

 東日本大震災では，約 2 万人に上る人的被害を及ぼし、その人的被害の 90％以上は，津波によるもので

あった。政府・中央防災会議では，東日本大震災後，南海トラフ巨大地震による最大クラスの地震・津波を推

計し，被害想定 1),2)を公表している。また，学会等においても今後の発生が想定されている大地震や大津波に

備えた取り組みが行われている 3)～5)。 
本研究では，地域全体の定量的な津波避難リスク評価の構築を目的に，徒歩避難を対象とした，地域の津波

避難に関する被害人口のフラジリティを評価する方法を示す。津波避難における被害人口の評価は，中央防災

会議の被害想定1)の考え方に準じ，本研究で提案する津波人的影響確率を用いる点が異なる。津波人的影響確

率は，本研究で定義する津波影響関数を用いて算定される人的影響の発生確率として表す。本手法のフラジリ

ティ関数を国内の地域に適用して，津波避難において被害人口を軽減するための方策を考察する。 
２．津波避難リスクの評価方法  

 (1) 津波避難の全体像 
津波避難行動は，地震発生から避難開始（避難の第１段階），避難場所への移動（避難の第２段階），および

避難完了（避難の第３段階）までの３段階で捉えることができる。 
津波避難の評価は，多種多様のファクタが中央防災会議1)および自治体6)～12)の津波避難想定手法が用いられ

ているが，本研究において，必要と考えられるファクタを4つに分類した。 
各ファクタは、1）避難行動ファクタ：被害人口の評価に大きく影響するファクタであり，地震発生の時間

帯，地震発生から津波到達までの時間，避難場所までの移動距離，および避難行動に係る時間のことである。

2）津波ハザードファクタ：ハザードマップから得ることのできるファクタであり，津波浸水深さ，津波浸水

範囲，および津波到達時間のことである。3）避難場所と避難人数の関係ファクタ：避難指定場所，津波避難

ビルや津波避難タワーの位置と避難人数の関係である。4）地域性・市街地ファクタ：人口密度，年齢構成，

地域・市街地の用途，および海岸・河川からの距離である。 
(2)津波避難におる人的影響の考え方 
津波避難における人的影響の評価において，避難行動において津波の影響を受ける人，受けない人の割合を

評価する。本研究では歩行速度のばらつきを考慮し，確

率論的手法により津波避難における人的影響評価を行う。

津波からの避難行動中に，津波に巻き込まれる可能性の

ある人口割合を津波人的影響確率を用いて表す。津波影

響確率は，津波人的影響関数を用いて算定される人的影

響の発生確率と定義する。津波人的影響関数は，津波到

達時間と津波避難時間の関係で表す。 
津波到達時間および津波避難時間は，正規分布に従う

と仮定し，津波到達時間の評価においては，津波流速の

ばらつきを考慮する。避難行動時間の評価において歩行

速度のばらつきを考慮する。津波人的影響確率の概念図
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図－1 津波人的影響確率の分布
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を図-1 に示す。図は津波影響確率の分布関数を示しており，横軸は津波到達時間と津波行動時間の時間差の

無次元量，縦軸は津波避難における人的影響確率である。津波人的影響確率は，津波到達時間の確率密度関数

)(tft ，避難行動時間の確率密度関数 )(tfe の交わる部分の面積で表される。 

(3)津波避難フラジリティ関数 

津波避難フラジリティ関数は避難メッシュごとに作成する。フラジリティ関数は，津波避難における被害想

定の考え方に倣い，避難意識に応じて，直接避難，用事後避難，切迫避難，避難しないの 4 パターンの行動に

分類し，それぞれ津波避難人的影響関数を作成する。各行動パターンで作成した津波避難人的影響関数に越村

ら 13)の被害関数を乗じて各行動パターンにおける浸水深による被害人口率を算出する。避難メッシュの津波

避難フラジリティ関数は各行動パターンについて算出した被害人口の重ね合わせにより算出する。 
3.逗子市における手法の適用 

本研究で、提案した手法を神奈川県逗子市に適用した。今回は，逗子市 

で浸水予想を基にメッシュ 50 個のうち３つのメッシュを選定し，津波避難

リスク評価方法を行った。選定した 3つのメッシュのうち，メッシュAでは，

沿岸部で住民の意識の高い地域，メッシュ B では，内陸部で住民の意識の低

い地域，メッシュ C では，沿岸部と内陸部の間で住民の意識の普通な地域で

あると設定した。メッシュ A では，メッシュ A からメッシュ D に避難する。

メッシュ B では，メッシュ B からメッシュ E に避難する。メッシュ C では，

メッシュ C からメッシュ F に避難する。このメッシュの避難元と避難先を図

-2 の地図上に示した。また，メッシュ A，B，C の浸水深さに対する津波避

難リスク評価結果を図-3 に示す。                        図－2 逗子市の地図 
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             図－3 浸水深さに対する津波避難リスク評価結果 

４．まとめ  

地域の津波避難リスクの定量的な評価手法を構築するために，地域の情報を整理したファクタを地域のメッ

シュデータに反映して地域の津波避難フラジリティを評価する方法を構築した。また，メッシュデータに基づ

いて津波避難リスク評価を行った。  
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